
 

   那須塩原市特定空き家等解体費補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、那須塩原市補助金交付規則（平成１７年那須塩原市規則

第５１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、特定空き家等解体

費補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し必要な事項を定

めるものとする。 

 （交付の目的） 

第２条 この補助金は、特定空き家等の所有者等に対しその解体に要する費用

の一部を交付することにより、市内に所在する特定空き家等の解体を促進し

、もって生活環境の保全及び安全に安心して暮らせるまちづくりの推進に寄

与することを目的とする。 

 （定義） 

第３条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

⑴ 空き家等 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第２

７号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する空家等をいう。 

⑵ 特定空き家等 法第２条第２項に規定する特定空家等をいう。 

⑶ 所有者等 特定空き家等の所有者又は管理について権限を有する者をい

う。 

（補助対象空き家等） 

第４条 補助金の交付の対象となる空き家等（以下「補助対象空き家」とい

う。）は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 特定空き家等であること。 



 

⑵ 不動産業を営む者が所有するものでないこと。 

⑶ 所有権以外の権利が設定されていないこと。ただし、誓約書（様式第１

号）を提出できるときは、この限りでない。 

⑷ 公共事業等の補償の対象となっていないこと。 

⑸ 故意に特定空き家等に該当する状態としたものでないこと。 

 （補助対象者）  

第５条 補助金の交付の対象者（以下「補助対象者」という。）は、市内に所

在する特定空き家等を解体する所有者等のうち、次の各号のいずれにも該当

するものとする。 

⑴ 特定空き家等を解体し、及び撤去することに関し所有権を有する者全員

の同意を得ていること。ただし、誓約書を提出できるときは、この限りで

ない。 

⑵ 本市の市税に滞納がないこと。 

⑶ 那須塩原市暴力団排除条例（平成２４年那須塩原市条例第３号）第２条

第４号に規定する暴力団員及び同条第５号に規定する密接関係者でないこ

と。 

（補助対象事業） 

第６条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。） 

は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

 ⑴ 補助対象空き家の全部を解体し、及び撤去する工事であること。 

 ⑵ 市内に事務所又は事業所を有する業者に請け負わせる工事であること。 

 ⑶ 他の制度による補助金の交付その他の補助を受けていない工事であるこ 

と。 



 

 （補助金の額） 

第７条 補助金の額は、補助対象事業に要する費用に２分の１を乗じて得た額

（その額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とす

る。）とし、５０万円を限度に予算の範囲内において交付する。ただし、那

須塩原市立地適正化計画で定める居住誘導区域内で行う補助対象事業につい

ては、７０万円を限度とする。 

( 事前調査 )  

第８条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、特定空き家等に該当す 

るかどうかの事前調査を受けなければならない。ただし、法第１４条第１項 

の規定による助言又は指導を受けているときは、この限りでない。 

２ 前項の事前調査を受けようとする補助対象者は、特定空き家等事前調査申 

込書（様式第２号）を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項に規定する申込みがあったときは、特定空き家等に該当する 

かどうかを調査し、その結果を特定空き家等事前調査結果判定書（様式第３ 

号）により通知するものとする。 

 (補助金の交付の申請 )  

第９条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。 ) は、補

助対象事業に着手する前に特定空き家等解体費補助金交付申請書 ( 様式第４

号 ) に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

⑴ 補助対象空き家の位置図及び現況が確認できる写真 

⑵ 補助対象事業に係る見積書の写し 

⑶ 補助対象空き家の所有者及び権利を確認できる書類 

⑷ 申請者に本市の市税に滞納がないことを証する書類 



 

⑸ 申請者以外に所有権を有する者がいる場合にあっては、その全員の同意

書（様式第５号） 

⑹ 申請者以外に所有権を有する者全員の同意を得ることが困難な場合又は 

所有権以外の権利が設定されている場合にあっては、誓約書 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

( 補助金の交付の決定 )  

第１０条 市長は、前条に規定する申請があったときは、内容を審査の上、補

助金の交付の可否を決定し、特定空き家等解体費補助金交付（不交付）決定

通知書 ( 様式第６号 ) により、申請者に通知するものとする。 

( 交付決定の変更の承認申請 )  

第１１条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定

者」という。）は、申請の内容を変更し、又は中止しようとするときは、速

やかに特定空き家等解体費補助金変更（中止）承認申請書 ( 様式第７号 ) を

市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

 (実績報告 )  

第１２条 交付決定者は、補助対象事業が完了したときは、当該事業が完了し

た日から３０日を経過する日又は補助金の交付の決定を受けた日の属する年

度の３月２５日のいずれか早い日までに、特定空き家等解体費補助金実績報

告書 ( 様式第８号 ) に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければなら

ない。 

⑴ 補助対象事業に係る請求書又は領収書の写し 

⑵ 補助対象空き家の解体前及び解体後の写真 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 



 

（補助金の額の確定） 

第１３条 市長は、前条の規定により実績報告書の提出があったときは、速や

かにその内容を審査し、適当であると認めたときは、補助金の額を確定し、

特定空き家等解体費補助金額の確定通知書（様式第９号）により交付決定者

に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１４条 前条の規定による通知を受けた者は、速やかに特定空き家等解体費

補助金交付請求書（様式第１０号）を市長に提出しなければならない。 

 (その他 )  

第１５条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、 

市長が別に定める。 

   附 則  

 この告示は、平成３０年４月１日から施行する。  


